
専有部分の修繕等に関する細則（案） 

 

（趣旨） 

第１条 この細則は、〇〇〇〇〇管理規約（以下「規約」と言う。）第１６条（細則）の

規程に基づき、規約第１６条の２（専有部分の修繕等）に定める専有部分の修繕等に係

る承認の申請（以下「承認申請」という。）の手続き、処理その他専有部分の修繕等に

係る事務に関し、資産価値の維持及びトラブルの回避を目的とし、必要な事項を定め

るものとする。 

 

（工事種別） 

第２条 規約第１６条の２（専有部分の維持等）第１項に規定する修繕、模様替え又は建 

物に定着する物件の取付若しくは取替について、申請が必要な工事を次の各号のとお 

りに区分するものとする。 

 一 大規模なリフォーム 

      例）・概ね工事期間が１週間以上に及ぶ工事 

 二 共用部分に影響を及ぼすリフォーム 

      例）・浴室を追い炊きに変更する等で、ＰＳの壁に配管用の穴を開ける工事 

 三 インスペクション 

２ 次の各号に該当する工事は、規約第１６条の２（専用部分の修繕等）第１項に規定す 

る申請は要しないものとする。 

 一 小規模なリフォーム 

            例）・概ね工事期間が 1週間以内の工事 

               ・壁紙の貼替 

               ・カーペットの貼替 

               ・フローリング貼 

               ・設備機器（キッチン、トイレ、洗面化粧台、ユニットバス等）の交換 

               ・畳の表替え、襖の貼替工事 

               ・網戸の貼替工事 

               ・建具の交換工事 

               ・室内クリーニング 

 二  器具の交換（共用部分に影響を及ぼさないもの） 

            例）・エアコンの交換工事 

               ・ガス給湯器の交換工事 

               ・照明器具の交換工事 

               ・水栓器具の交換工事 

３  次の各号に該当する工事は、原則許可しないものとする。  

 一  共用部分に影響を及ぼす工事 

            例）・ エアコン設置の為に外壁に穴を開ける工事 

               ・ ガス給湯器の交換の為にＰＳ扉に穴を開ける工事 

・ その他戸境壁、外壁、床、天井等、躯体部分に穴を開けたり削ったり 

する工事 

４ 開口部に係る改良工事については、別途「開口部改良工事に関する細則」に基づき申

請を行う。 



５ インスペクションについては、別紙「共用部分インスペクション申請書」にて申請を

おこなう。 

 

（承認申請の方式） 

第３条  承認申請は、前条の区分により、別表１に定める期日までに、別記様式１による

申請書を理事長に提出しなければならない。 

２ 申請書のほか、理事長が指示する場合には、工程表、設計図、仕様書等その指示する 

   書類を添付しなければならない。 

 

（承認申請の審査） 

第４条  理事長は申請書を受け取ったときは、遅滞なく、承認申請に係る書類を審査す

るものとする。 

２  次の各号の一に該当する場合には、理事長は、承認申請に係る書類を却下しなけれ

ばならない。ただし、承認申請の不備が補正できるものである場合において、申請者が

即日これを補正したときは、この限りでない。 

一 第３条に定める期日までの承認申請でないこと。 

二 申請者が区分所有権を有する者でないとき。 

三 承認申請に係る書類に記載漏れがあるとき又は申請書に必要な書類を添付しない

とき。 

 

（承認又は不承認の決定） 

第５条  理事長は、申請書を受け取った後、別紙１に定める期日までに、理事会等の決議

に従って専有部分の修繕等の承認又は不承認の決定をしなければならない。 

２ 前項の場合において、理事長は建築士、建築設備士、弁護士その他マンションの管理

又は修繕等に関する専門知識を有する者の判断を仰ぐ必要のあると認められる場合は、 

 継続審査の決定をしたうえで、それらの者の意見に従って、専有部分の修繕等の承認又

は不承認の決定をすることができる。 

 

（施工基準等） 

第６条  専有部分の修繕等に係る材料、施工要領については、別紙２のとおりとする。 

 

（承認の取り消し等） 

第７条  次の各号の一に該当する場合には、理事長は理事会等の決議を経て専有部分の

修繕等の承認を取り消すことができるほか、規約第６２条（理事長の勧告及び指示等）

の規定に基づき、その専有部分の修繕等の差止め、排除若しくは原状回復のための必

要な措置又は費用償還若しくは損害賠償の請求を行うことができる。 

一 承認申請と異なる専有部分の修繕等を行ったとき。 

  二 専有部分の修繕等の施工並びに工事の機材及び残材の運搬等により、共用部分を毀

損し、又は汚損したとき。 

  三 専有部分の修繕等により、共用部分又は他の区分所有者若しくは占有者に影響を及

ぼすことが判明したとき。  

 四  申請者及び専有部分の修繕等の施工業者が、理事長又は管理会社の勧告、指示若し

くは警告に従わないとき。 

五  その他専有部分の修繕等が、関係法令、規約、この細則又は他の使用細則の規定に



抵触したとき。 

 

（調査及び事務の委託） 

第８条 理事長は、この細則に定める事務の全部又は一部を、マンション管理業者等第

三者に委託することができる。 

２ 前項の事務をマンション管理業者に委託する場合の費用は発生しないものとし、別

途第三者に委託する場合は、申請者との話し合いによるものとする。 

 

（インスペクション結果の提出） 

第８条の２ インスペクションの共用部分に係る調査結果は、管理組合に提出するも

のとする。 

２ 前項で提出された調査結果については、以後のインスペクションを申請した者に、

使用させることができるものとする。 

 

（紛争解決等の責任） 

第９条  専有部分の修繕等に関し、他の区分所有者又は占有者との間に紛争が生じた

ときは、専有部分の修繕等を行う者は、誠実にその紛争の解決又は処理に当たらなけ

ればならない。 

２  前項に規定する場合において、紛争の当事者は、理事会に対して意見を求めること

ができる。 

 

（細則外事項） 

第１０条 この細則に定めのない事項については、規約その他の関係法令の定めるとこ

ろによる。また、紛争解決については、社会一般通念上の良識に従うものとする。 

 

（水漏れ、火災等による復旧工事に関する特例） 

第１１条 水漏れ、火災等、突発の事故による復旧工事、原状回復工事は、この細則に

かかわらず実施することができる。 

 

（細則の改廃） 

第１２条 この細則の変更又は廃止は、理事会の決議を経なければならない。 

 

（細則原本） 

第１３条 この細則を証するため、理事長及び理事長の指名する２名の理事が記名押印

した細則を１通作成し、これを細則原本とする。 

 

（附則） 

 この細則は、平成〇〇年〇〇月〇〇日から効力を発する。 

２ この細則は、〇〇〇〇年〇〇月〇〇日の総会承認後に効力を発する。 

以上 


